
No.
質問する資料名、

該当頁等
質問 回答

1
公募要項
４（１）

新潟県のアンテナショップを関西で設
置している背景をご教示ください。

本県では、首都圏に加え、西日本最大の消
費市場である関西圏においても、本県の認
知度向上や交流人口の拡大を図るため、情
報発信拠点を設置しています。
関西圏からは多くの観光客が見込まれるほ
か、県産品の販路拡大も期待できることか
ら、新潟県の食や工芸品などの県産品や観
光の魅力を発信し、本県への来訪や県産品
の購入につなげる取組を行っています。

2
公募要項
５（２）

目標指標の一つである「情報発信の成
果」について、応募者が提案する手法
に応じて成果指標を設定するとありま
すが、県として特に重視する指標や、
過去に把握している指標がございまし
たら、公表可能な範囲でご教示くださ
い。

「情報発信の成果」については、特に重視
すべき指標も含め、応募事業者に提案を求
めます。要綱の趣旨を踏まえ、検討してく
ださい。
過去に把握している指標は以下のとおりで
す。

3
公募要項

５（５）（７）

観光情報の発信にあたり、令和8年度以
降に県として重点的にPRを予定してい
る観光地、イベント、テーマ、誘客施
策等がございましたら、公表可能な範
囲でご教示ください。

現時点において、令和８年度以降に重点的
にＰＲを予定している特定の観光地、イベ
ント、テーマ等はなく、網羅的に情報発信
を行うこととしています。
県産品や観光資源等のPR、魅力発信にあ
たっては、新潟県関係課、市町村等と連携
し、効果的な情報発信を行うための手法を
提案してください。

4
公募要項
５（８）⑤

公募要項では、物件は居抜きでの引渡
しと記載されていますが、引渡しの対
象となる既存の設備や什器、備品の範
囲について教えていただけますでしょ
うか。
また、引き継ぐ設備や什器、備品につ
いて、譲渡・貸与・撤去などの取扱い
方法や、それに伴う費用負担の考え方
についてもご教示いただけますと幸い
です。

引渡しの対象となる既存の設備や什器、備
品の範囲については、要項６（１）に記載
のとおり、施設の基礎的部分は、県の負担
により整備しているため、運営事業者の負
担無く、ご使用いただけます。
一方で、店舗の営業に必要となる什器・備
品は、運営事業者の負担において確保し、
設置いただく必要がございます。
引き継ぐ設備や什器・備品についてです
が、現運営事業者が使用している什器・備
品等の使用を希望される場合は、次期運営
事業者決定後、現在の運営事業者と直接調
整いただくこととします。

関西情報発信拠点運営事業者の公募に係る質問と回答

R5 R6 R7

ポイントカード会員数 14,298 14,298 14,643

HP閲覧数 2,239 2,552 7,167

Facebook友達数 906 965 992

Instagram 2,161 2,787 3,428

LINE友達数 1,518 1,518 1,555



5
公募要項
６（１）

お貸しいただける備品についてご教示
ください。（倉庫内冷蔵庫など）

要項５（８）⑤に記載のとおり、県から運
営事業者に対し貸出可能な備品としては、
倉庫内の冷蔵庫・冷凍庫が該当します。
（運営事業者からは、毎年「物品貸付簿」
（県の指定様式）を提出していただきま
す。）

6
公募要項

１０（１）⑥

「類似事業の実績（物販・飲食営業等
の分かる資料）※任意資料」とありま
すが、具体的にはどのような資料を提
出すればよいでしょうか。

貴社が運営している類似事業の全てについ
て、それぞれ店名・所在地・事業内容の概
要等の情報が確認できる資料を提出してく
ださい。

7
公募要項

１０（１）⑪

「応募の日の属する事業年度の前事業
年度における事業報告書その他の当該
法人の業務内容を明らかにすることが
できる書類」とありますが、具体的に
はどのような資料を提出すればよいで
しょうか。例えば、法人税の確定申告
に提出する法人事業概況説明書、営業
証明書等でしょうか。

お示しいただいた資料をご提出いただくこ
とで問題ございません。
なお、事業報告書に当該期間の業務内容が
記載されている場合は、事業報告書のみを
ご提出いただければ結構です。

8
公募要項
１１（２）

プレゼンテーション審査はWEBでの実施
と伺っておりますが、使用予定のオン
ライン会議システムや資料共有の方法
についてご教示いただけますでしょう
か。
また、プレゼンテーション資料の事前
提出の要否や指定のファイル形式、接
続テストの実施予定などがございまし
たら、あわせてご教示いただけますと
幸いです。

プレゼンテーションは、「Zoom」又は
「Microsoft Teams」を使用したオンライン
会議システムにより実施します。
また、プレゼンテーション資料（PDF形式）
は事前に提出いただく予定です。実施方法
を含む実施の詳細につきましては、参加表
明のあった事業者に別途通知いたします。
なお、当日の円滑な進行のため、事前に接
続テストの機会を設ける予定です。


